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非営利シンクタンク言論 NPO（東京都中央区、代表：工藤泰志）は、2019 年 11 月 13 日、「日本の政
治・民主主義に関する世論調査」の結果を発表しました。言論 NPO が民主主義に関する世論調査を行う
のは、参議院選挙の前に行った調査に続き今年２回目となります。調査結果は、11 月 19 日（火）に行わ
れる「言論 NPO 創立 18 周年特別フォーラム」の議論でも活用されることになります。 

詳細な調査結果は、言論 NPO ウェブサイトで公開いたします。報道関係者の皆様には、この調査結果
をぜひご報道いただきたく、お願い申し上げます。 

 

今回、政治家を自分たちの代表だと思うかを尋ねたところ、「代表だと思わない」という見方が 45％と
なり、「代表だと思う」（41.5％）という見方を上回った。さらに、政党や政治家に日本が直面する課題
の解決を期待できないと考えている人は 70.9％と７割を超えるなど、政治に対する国民の信頼がさらに
低下する結果となった。こうした政治不信の傾向は 20 代、30 代の若い現役世代に特に目立っている。 

また、政党や国会など、選挙によって自らの代表を有権者が選ぶ代表制民主主義の仕組み自体を「信
頼している人」は 3 割に達しなかった。 

加えて、現在の国会は「言論の府」と呼ぶに値すると「思う」という人は１割に達せず、「言論の府」
だと「思わない」という人が 61.2％と６割を超えるなど、国民の政治不信は高まっていることが明らか
になった。 

 

この調査を受け、言論 NPO は 10 月以降、東京大学大学院の内山融教授や北海道大学の吉田徹教授を
中心に代表制民主主義の仕組みを強く機能させるため、国会や選挙、政党のあり方を中心とした民主主
義のシステムの診断作業を開始しています。そして、11 月 19 日の 18 周年特別フォーラムでは、ラスム
セン元デンマーク首相をはじめ世界各国で民主主義の改革に取り組む有力者が、この議論のためだけに
東京に集まり、危機に直面する世界の民主主義の修復、そして日本の民主主義の改善に何が問われてい
るのか、議論します。 

報道関係者の皆様には、このフォーラムの模様もぜひご報道いただきたく、取材のためのお席をご用
意しています。併せてご参加くださいますよう、お願い致します。 

※フォーラムの概要につきましては、４枚目・５枚目をご覧ください 

 

  

  

本件に関するお問い合わせ：言論ＮＰＯ事務局 宮浦・西村 
TEL：03-6262-8772 FAX：03-6262-8773  MAIL：forum@genron-npo.net 

 

 

 

 

2019 年 11 月 11 日 

認定 NPO 法人 言論 NPO 

・政治家を自分たちの「代表だと思わない」との回答が、「代表だと思う」を上回る。 

・政党や政治家に日本が直面する課題の解決を期待できないと考えている人は 70.9％と 
７割を超える。 

・政党や国会など、選挙によって自らの代表を有権者が選ぶ代表制民主主義の仕組み自体を
「信頼している人」は 3 割に満たなかった。 

・現在の国会は「言論の府」と呼ぶに値すると「思う」という人は１割に達せず、「言論の
府」だと「思わない」という人が６割を超える。 

・日本の将来を「悲観的」に見る人が５割を超え、参院選前に実施した調査よりも 10 ポイ
ント近く増加した。 

言論 NPO は「日本の政治・民主主義に関する世論調査」の結果を公表しました 

政治家を自分たちの代表だと「思わない」、政党や政治家に課題解決を期待

できないとの声が多く、国民の政治不信が高まっていることが明らかに 

本調査結果は、11 月 13 日（水）の記者会見にて発表いたします。それまでは本調査結果は部外秘でお
願いいたします。なお、テレビ・ラジオ、ウェブについては記者会見終了後の 11 月 13 日（木）15 時以
降、新聞については翌日 14 日（木）の朝刊からの情報解禁でお願い申し上げます。 

mailto:forum@genron-npo.net
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世論調査の主な結果は以下の通りです。 

日本の将来に対する認識  

≪日本の将来を悲観的に見る国民が６割近くに達し、今年５～６月の調査より 10 ポイント増加≫ 
  日本の将来に「悲観的である（「どちらかといえば」を含む）」という見方が 57.3％と６割近くな 
り、「楽観的である（「どちらかといえば」を含む）」という見方の 25.3％を大きく上回っている。「悲 
観的である」は今年５～６月の調査時点の 47.2％よりも 10 ポイント増加している。 

 
≪「社会保障」「気候変動」「高齢化と人口減少」を不安視する国民が９割を超える≫ 
 日本が直面する 13 の課題を挙げ、日本の将来を考えた際にそれぞれどの程度不安を感じるかを
答えてもらったところ、全ての項目で「不安である（「とても」と「ある程度の合計」）」という回
答が５割を超える結果となった。特に「不安である」が多かったのは、「年金・医療などの社会保
障」（91.6％）、「異常気象」（91.5％）、「急速な高齢化と人口減少」（88.9％）の３つで、それぞれ
９割前後にのぼっている。以下、「犯罪」（77.9％）、「経済的不平等、格差の拡大」（76.8％）、「財
政破綻」（73.3％）、「テロ」（72.3％）の順となり、ここまでが７割を超えている。 
 

民主主義の仕組みに対する信頼 

≪政党・政治家に日本の課題解決を「期待できない」国民が７割を超える≫ 
 現在の日本の政党や政治家は、日本が直面する課題を解決できると思うかを尋ねたところ、「期
待できる（「あまり」を含む）」は 20.6％に過ぎず、「期待できない（「あまり」を含む）」という回
答が 70.9％と７割を超えている。 
なお、設問に「政治家」を加えたため単純に比較はできないが、参議院選挙前の５月に行った調

査に比べて、15 ポイントも「期待できない」が増加しており、政治に対する不信感が浮き彫りに
なる結果となった。 

 
≪日本の民主主義に「満足している」が「満足していない」をわずかに上回る≫ 
一方、日本の民主主義の状況に満足しているかどうかを質問したところ、「満足している（「どち

らかといえば」を含む）」という回答が 43.7％となり、「満足していない（「どちらかといえば」を
含む）」の 40.7％をわずかながら上回る結果となっている。 
この結果を世代別でみると、30 代以下で「満足している」との回答が全世代平均の 43.7％を下

回っており、若い世代に日本の民主主義に満足していない傾向が見られた。 
 

≪政治家への信頼度は２割に満たない結果に。「政党」「国会」への信頼も２～３割台≫ 
民主主義を構成する 12 の機能を挙げた上で、それらに対する信頼度を尋ねた。 
その結果、「信頼している（「とても」と「ある程度の合計」）」という評価が最も多かったのは 

「司法」で 61.1％の人が信頼を寄せている。次いで、「大学（高等教育機関）」（55.7％）、「新聞・ 
テレビ」（53.9％）の順となり、ここまでが５割を超えている。 
逆に、「政治家」に対する信頼度は 19.2％と２割に満たず、これが最も低い。そして、その「政 

治家」が属する「政党」（29.6％）、「国会（議会）」（36.2％）の信頼度も２割から３割台にとどまっ
ている。 
他に信頼度が低かったのは「インターネット、SNS」で 30.2％だった。なお、「有権者」の自ら 

に対する信頼度は 40.2％だった。 
 
≪政治家を自分たちの「代表だと思わない」国民が 45％に達する≫ 
政治家に対する人々の信頼の低さが浮き彫りとなる中、調査では次に政治家を自分たちの代表だ 

と思うかを尋ねた。 
その結果、「代表だと思わない（「どちらかといえば」を含む）」という見方が 45％となり、「代表

だと思う（「どちらかといえば」を含む）」という見方の 41.5％を上回っている。 
この結果を世代別でみると、30 代以下で「代表だと思う」との回答が全世代平均の 41.5％を下

回っており、若い世代に政治家を自分たちの代表だと思っている人が少ない傾向が見られた。 
その理由として最も多いのは「政治家が有権者を意識するのは、選挙の時だけだから」という理

由で、37.8％だった。以下、「国会で真面目な議論が行われず、何をしているのか分からないから」
（19.8％）、「政治家や政党をそもそも信頼していないから」（18.2％）の順となり、それぞれ２割近
くいる。 
 
≪国会を「言論の府」だと思う人は１割未満≫ 
現在の国会は「言論の府」と呼ぶに値すると「思う」という人は９％と１割に満たない。そして、

「言論の府」だと「思わない」という人が 61.2％と６割を超えている。 



 
認定特定非営利活動法人 言論 NPO 

〒104-0043 東京都中央区湊 1 丁目 1-12  HSB 鐵砲洲 4 階 

TEL 03-6262-8772  FAX 03-6262-8773  Email: info@genron-npo.net 

 

民主主義改革に対する見解 

≪民主主義を機能させるために改革が必要な分野は、「議会」「行政」「政党」が４割前後≫ 
民主主義を機能させるために改革や立て直しが必要な分野を選択してもらった。 
その結果、「議会／国会の活性化」（41.5％）、「行政の能力と管理」（40.7％）、「政党の規律、能力」 

（38.8％）という３つの回答が４割前後で並んでいる。「有権者の主権者意識」を選択した人も 32.7％ 
と３割いる。 
  
≪民主主義自体に懐疑的な見方が４割弱に達する≫ 

  「民主主義はほかのどんな政治形態より好ましい」という回答が 39.8％で最も多い。「民主主義 
は望ましい政治形態ではない」は３％にすぎないが、「国民が満足する統治のあり方こそが重要 
であり、民主主義かどうかはどうでもいい」という人も 33.8％と３割おり、この両者を合わせると
36.8％の国民が民主主義に懐疑的な見解を持っていることになる。 
 
≪低投票率の問題に対し、何らかの制度改革が必要と考える国民が４割≫ 

  国政選挙・地方選挙問わず常態化している低投票率の問題について、「一票の格差や民意を適切に 
反映できない現行の選挙制度自体を見直すべき」という回答が 20.8％で最も多い。これと「低投票 
率の結果、選挙区によってはわずかな得票で政治家になれる可能性があり、最低投票率の上限を上 
げるなどの公職選挙法の改定を検討すべき」という回答が 20.1％で並んでおり、この２つを合計す 
ると、日本人の４割は現行法制度の何らかの見直しが必要だと考えていることになる。 
さらに、「この状況は望ましくなく、投票の義務化を検討すべき局面」とより踏み込んだ改革を求 

める人も 16.8％いる。 
 
≪政治改革自体が誤りという見方と、改革の方向性は正しくさらなる改革が必要との見方が拮抗≫ 

1994 年に行われた一連の政治改革を経て導入された小選挙区制と政党助成金は、その掲げる当
初の目的を果たしていない状況にある。 
そこで、この評価について質問したところ、「小選挙区制導入自体が誤り。小選挙区制は止め、

政党助成金も見直すべき」と改革自体を誤りだとみる回答が 32.8％で最も多い。 
一方、「小選挙区制導入で始まった政治改革が、その後とん挫していることの方が問題。政党の

ガバナンス改革や政治資金、国会に関する改革などを徹底的に行うべき」が 25.9％など、改革の方
向性自体は正しく、それが貫徹されていないことや、運用上の問題があるにすぎないとの見方も合
計すれば３割ある。 

 

 

 
■「日本の政治・民主主義に関する世論調査」概要 

日本全国の18歳以上の男女を対象に９月７日から28日にかけて訪問留置回収法により実施され、有効回収標本数は1000。

最終学歴は、中学校以下が5.7％、高校卒が49.3％、短大・高専卒が20.6％、大学卒が21.7％、大学院卒が1.1％である。年

齢は、20歳未満が2.4％、20～29歳が11.9％、30~39歳が14.7％、40～49歳が17.5％、50～59歳が14.5％、60歳以上が39.0％

となっている。 

 

 
【言論ＮＰＯとは】  
 言論ＮＰＯは、「健全な社会には、当事者意識を持った議論や、未来に向かう真剣な議論の舞台が必要」との思いから、
2001 年に設立された、独立、中立、非営利のネットワーク型シンクタンクです。2012 年には、米国外交問題評議会が設
立した世界 25 ヵ国のシンクタンク会議に日本から選出され、グローバルイシューに対する日本の意見を発信しています。
この他、国内では毎年政権の実績評価の実施や選挙時の主要政党の公約評価、日本やアジアの民主主義のあり方を考える
議論や、北東アジアの平和構築に向けた民間対話などに取り組んでいます。 
 また、2017 年３月には、日本で初めてグローバル課題の解決を目指す、世界的な議論のプラットフォーム「東京会議」
を立ち上げ、議論の内容を G7 議長国と日本政府に提案する仕組みをつくり上げました。 
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「言論ＮＰＯ創立 18 周年特別フォーラム」プログラム 

開  催  日： 2019 年 11 月 19 日（火） 
会 場： ホテルニューオータニ「麗の間」・「舞の間」（東京都千代田区紀尾井町 4‐1） 

 

 13:30-14:30 オープニングフォーラム 

    基調講演：アナス・フォー・ラスムセン 

        （コペンハーゲン民主主義サミット創設者、元デンマーク首相、第21代NATO事務総長） 

 

 

 

  

14:30-16:10 第 1 セッション「今、代表制民主主義に必要な改革とは（仮）」 

    パネリスト：ジョゼフ・レンチ（オーストリア新政党「ネオス」設立者） 

 

           

 

ジョセップ・コロメール（ジョージタウン大学教授） 

          

 

 

 アレクサンダー・ゲルラッハ（カーネギー倫理国際関係協議会シニアフェロー） 

 

 

 

 

          フランシス・キコ・パンギリナン（フィリピン上院議員、フィリピン自由党元党首） 

  

 

 

    司   会：工藤泰志（言論ＮＰＯ代表） 

 

 16:20-18:00  第2セッション「危機感なき日本−国際課題の解決と民主主義の再建に問われた責任とは」 

    パネリスト：宇野重規（東京大学社会科学研究所教授） 

           小林喜光（三菱ケミカルホールディングス取締役会長、前経済同友会代表幹事） 

          工藤泰志（言論ＮＰＯ代表）、他 1 名 

    司   会：西村陽一（朝日新聞社常務取締役） 

 

 18:00-18:20  日本の民主主義に対する問題提起（予定） 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

30 年にわたり欧州やグローバルの政治に中心的に携わる。世界の民主主義国間の協力
関係の強化に努め、毎年、「コペンハーゲン民主主義サミット」を主催し、バイデン元
アメリカ副大統領、ケリー元アメリカ国務長官、ブレア元イギリス首相らが参加。 

新しい政治の在り方について模索するオープンな実験の場である NEOS ラボの代表を
務める。NEOS は、政治文化を再構築する新しいリベラルで中道派の政治スタートア
ップとして大きな動きの一部になる。 

専門は民主主義論、政治体制、投票制度、ヨーロッパ政治学、国際機関論など。共著の
一つである『Oxford Handbook of Political Science』シリーズで、被引用数の最も多
い上位１％の著者の一人として評された。 

市民が献身的な指導者と共に政治参加したときに初めて真の変化が起こると信じ、上院
に立候補。数年後には、最初の現職無党派として上位５人に入り当選。その後、アキノ
政権の食糧安全保障・農業改革大統領補佐などを務め、農家の生活向上に尽力。 

ドイツ連邦議会の副報道官などを経て、現在は中国と西側諸国の関係や、デジタル化時
代における民主主義を研究。また、テクノロジー、AI および倫理学に関するデジタル
マガジンの編集長を務めるほか、ドイツの国際放送事業で、民主主義の未来およびリベ
ラルな世界秩序に関するコラムを執筆。 
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≪「言論ＮＰＯ創立 18 周年特別フォーラム」 
ご取材お申込みフォーム≫ 

【ご氏名（カナ）】 （        ） 

【御社名】  （        ） 

【ご部署(媒体名)／役職名】 （       ） 

【郵便番号】  （〒        ） 

【ご住所】  （        ） 

【お電話番号】 （        ） 

【ファックス】 （        ） 

【E-mail】  （        ） 

【同行者】 （   ）名 ※ご参加予定のカメラマン、音声マンなどの人数 

【テレビカメラ】 （   ）台 ※お持ち込み予定のカメラ台数 

 

 

 

【ご希望の参加日程】 ※それぞれの会につき、「ご出席」「ご欠席」をお選びください。 

 

＜11 月 19 日（火）＞ 

●特別フォーラム（13:30～18:20） （ご出席・ご欠席） 

 

上記必要事項をご記入後、FAX（ 03-6262-8773）いただくか、または同様の事項をメール

（forum@genron-npo.net）にご記入の上ご出欠のお返事をお送りくださいますようお願いいたします。 

ご返信期限：11 月 15 日（金）まで 

ご返信先 FAX 番号：03－6262－8773 

mailto:info@genron-npo.net

